
 

令和元年度事業報告書 
 

公益財団法人ふくしま自治研修センター 
 

本センターの基本理念である「自ら考え行動し目標を達成する職員」を育成するため、令和

元（平成３１）年度は、基本研修８課程（一般職研修５課程、管理者・監督者研修３課程）、

選択研修１７講座（基礎能力・業務遂行能力開発コース６講座、政策形成能力開発コース３講

座、協働・対人能力開発コース３講座、マネジメント能力開発コース５講座）、指導者養成研

修３講座を実施した。 

また、団体が主催する研修会に講師を派遣するとともに、政策研究会の開催や総括支援アド

バイザーによる助言・指導等の実施により、自治体の政策形成を支援した。 
 
 

Ⅰ 研修事業 
 
１ 各種研修事業 

 
( 1)  基本研修 

   ア 一般職研修（５課程） 

新規採用職員から若年層・中堅層のスタッフ職を対象に、それぞれの対象年代又は職

層の職員に共通して求められる意識の醸成及び必要とされる能力の向上を図ることを目

的として実施した。 
 

 
研修課程 

 

 
対象者 
 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
新規採用 
職員研修 
（前期） 

 
その年
度の新
規採用
職員 

 
①社会人・公務員としての意識

を確立し、最低限のルールを
理解する。  

②自治体職員としての抱負や目
  標、あるべき姿などの思いを 
  共有することにより、業務に 
  対する意欲の向上を図る。 
③業務を遂行する上で必要な能
  力の開発に向けて基本的な知
  識等の習得を図る。 

 
５回 

 
５日 

 
649 
人 

 
①講話 
②地域における復興への取組みと

課題を学ぶ 
③自治体職員になって ～仲間と

夢や想いを語ろう～ 
④公務員倫理 
⑤仕事のポイント 
⑥地方公務員制度 
⑦心と体の健康 
⑧文書事務・法令事務の基礎 
⑨住民サービス向上のための接遇 
⑩講演 

 
新規採用 
職員研修 
（後期） 

 
その年
度の新
規採用
職員 

 
①自治体職員としての職業意識
 を確立し、求められる役割を
 理解する。 
②業務を遂行する上で必要な能
 力の開発に向けて基本的な知
 識等の習得を図る。 

 
６回 

 
５日 

 
724 
人 

 
①地方自治制度 
②自治体職員としての働き方を考

える ～充実感のある仕事をする
ために～ 

③地方税財政制度・財務会計制度 
④事例から学ぶ公務員倫理 
⑤メンタルヘルス 
⑥論理的思考力の養成 
⑦住民満足向上のための対応能力

の養成 
⑧講演 



 

 
研修課程 

 

 
対象者 
 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
基礎力 
アップ 
研  修 

 
採用後 
４年目 
の職員 

 
①キャリアプランを設計し、求
 められる役割や能力を理解す
 る。 
②求められる能力の開発に向け 

て必要な知識等の習得を図る。 

 
８回 

 
３日 

 
759 
人 

 
①講演 
②キャリアデザイン ～あなたはど

う働きますか？～ 
③プレゼンテーション能力の養成 
④選択科目 
【政策形成】 
 政策形成の基礎 
【協働・対人】 
 折衝・交渉力の養成 
※④選択科目は、 
 【政策形成】又は【協働・対人】のいず

れか１科目を選択して受講。 

 
応用力 
アップ 
研  修 

 
採用後 
８年目 
の職員 

 
①キャリアプランを点検し、求
 められる役割や能力を理解す
 る。 
②求められる能力の開発に向け 

て必要な知識等の習得を図る。 

 
６回 

 
３日 

 
622 
人 

 
①講演 
②キャリアデザイン ～あなたはど

う働きますか？～ 
③合意形成能力の養成 
④選択科目 
【政策形成】 
 実効性のある政策とするために
【協働・対人】 
 住民協働によるまちづくりを考

える 
※④選択科目は、 
 【政策形成】又は【協働・対人】のいず

れか１科目を選択して受講。 

 
実行力 
アップ 
研  修 

 
採用後 
12年目 
の職員 

 
①キャリアプランを点検し、求
 められる役割や能力を理解す
 る。 
②求められる能力の開発に向け 

て必要な知識等の習得を図る。 

 
４回 

 
３日 

 
339 
人 

 
①講演 
②キャリアデザイン ～あなたはど

う働きますか？～ 
③サポート力の養成 
④選択科目 
【政策形成】 
 効率的な政策を実現するために 
【協働・対人】 
 住民協働のためのファシリテー

ション能力養成 
※④選択科目は、 
 【政策形成】又は【協働・対人】のいず

れか１科目を選択して受講。 

 
一般職研修 合 計 

 

 
５課程  ２９回  ３，０９３人 

 

 
 
 
 
 
 
 



 

  イ 管理者・監督者研修（３課程） 

新たに管理職・監督職に就いた職員を対象に、それぞれのポストに求められる能力の向

上を図ることを目的として実施した。 
 

 
研修課程 

 

 
対象者 
 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
新任係長 
研 修 

 
 

 
新たに
監督職
に就い
た職員 
 

 
 係長に求められるマネジメン
ト能力の向上に向けて必要な知
識等の習得を図る。 
 

 
５回 

 
 
 
 
 

 
３日 

 
 
 

 
522 
人 

 
 

 
①講話 
②係長に求められるマネジメント

とは 
 

 
新 任 
管理者 
研 修 

 

 
新たに
管理職
に就い
た職員 
（特別
調整手
当受給
者） 

 
 管理者に求められるマネジメ
ント能力の向上に向けて必要な
知識等の習得を図る。 
 

 
５回 

 
 
 

 
２日 

 
 
 

 
380 
人 

 
 

 
①講話 
②管理者に求められるマネジメン

トとは 
 

 
新任課長 
研 修 

 
 

 
新たに
課長職
に就い
た職員 
 

 
  課長に求められるマネジメン
ト能力の向上に向けて必要な知
識等の習得を図る。 
 

 
４回 

 
 

 

 
２日 

 
 

 

 
259 
人 

 
 

 
①講話 
②課長に求められるマネジメント

とは 
 

 
管理者・監督者研修 合計 

 

 
３課程  １４回  １，１６１人 

 

 
 

 
基本研修 合計 

 

 
８課程  ４３回  ４，２５４人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

( 2)  選択研修 

基本研修と連携し、またその内容を補完しながら相乗的に、基礎的能力から高度な専門

能力まで職員に必要とされる様々な知識の習得又は能力の開発及び向上を図ることを目

的として実施した。 

 

   ア 基礎能力・業務遂行能力開発コース（６講座） 

         公務員に必要な基本的な知識の習得と、業務遂行に必要な技術の習得を目的として実

施した。 
 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
住民サー
ビス向上
のための
接遇実践
講座 

 
採用後 
２～４年
目の職員 

 
 住民サービスの視点からみ
た接遇のあり方や、窓口・電
話等の応対に関する実践的な
スキルを学ぶ。 

 
１回 

 

 
１日 

 
81人 

 
〈講義と演習〉 
①住民窓口における接遇の心構え 
②ワンストップサービス ～たら

い回しにしないために～ 
③高齢の方や、障がいのある方など

への配慮 
④電話応対のスキルアップ 
⑤住民サービスの向上に向けた接

遇とは 

 
法務能力
向上講座 

 
採用後 
１～８年
目の職員 

 
行政判例の検討などを通じ、

業務を法的な視点から捉える
感覚や、行政サービスを公平
・公正に執行するための考え
方を学ぶ。 

 

 
１回 

 
２日 

 
55人 

 
〈講義と演習〉 
①自治体法務とは 
②法令の読み方、解釈のポイント 
③行政判例の検討 

 
メンタル
ヘルス講
座（予防
編） 

 
一般職 

 
 働くうえで大切な「心の健
康」の観点から、ストレスへ
の対処方法や職場のコミュニ
ケーションなどを学ぶ。 

 
１回 

 
１日 

 
74人 

 
〈講義と演習〉 
①メンタルヘルスの基礎知識 
②ストレスを理解する 
③ストレスへの対処方法 
④職場のコミュニケーション 

 
地方公会
計基礎講
座 

 
一般職 

 
 地方公会計制度の概要を理
解するとともに、複式簿記と
会計など財務書類の作成方法
を学ぶ。 

 
１回 

 
３日 

 
45人 

 
〈講義と演習〉 
①地方公会計制度とは 
②公会計と複式簿記 
③財務書類 
④固定資産台帳 
⑤コスト分析 
 

 
メンタル
トレーニ
ング講座 

 
全職員 

 
 メンタルトレーニングの概
要やプレッシャーの克服法に
ついて学び、感情コントロー
ルのテクニックを身につける。 

 
１回 

 
１日 

 
101
人 

 
〈講義と演習〉 
①目標達成のコツ 
②メンタルスキルのチェック 
③デイリー・メンタルトレーニング 
④感情コントロールのテクニック 
⑤コミュニケーションスキルの向上 

 
 



 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
法律入門
講座 

 
採用後 
１～４年
目の職員 
 

 
 自治体職員に求められる法
制執務及び関係法令の基礎を
学ぶ。 

 
１回 

 
２日 

 
51人 

 
<講義> 
①法制執務の意義 
②法令( 条例・規則を含む) とは何か 
③法令の用字、用語等 
④法令の解釈、運用手法等 
⑤法令改正のプロセス 

 
〈基礎能力・業務遂行能力開発コース〉小計 

 

 
６講座  ６回  ４０７人 

 

 
  イ 政策形成能力開発コース（３講座） 

地域独自の政策を形成できる能力の向上をねらいとし、情報の収集・分析から政策評価

に至るまで、政策形成・実現過程に必要な能力の習得を目的として実施した。 
 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 

 

 
日数 

 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
政策法務
講座 
( 入門編)  

 
採用後 
４年目～
の職員 

 
 政策の実現や地域課題の解
決に向けて、合理的な制度化
・条例化の考え方、効果的な
法の運用方法など、法務に関
する基本的な知識や考え方を
学ぶ。 

 
１回 

 
２日 

 
47人 

 
〈講義と演習〉 
①政策法務とは 
②政策法務の必要性 
③条例制定のプロセス 
④条例づくりの基本視点と評価基

準 
⑤事例演習 

 
政策法務
講座 
( 条例編)  

 
一般職 
（条例の
立案等に
係る実務
担当者） 

 
 政策を実現するために必要
とされる条例立案の実務的な
知識や手法を学ぶ。 

 
１回 

 
３日 

 
37人 

 
<講義と演習> 
①自治立法権の概要 
②条例案づくり（法制度設計）のプ

ロセス 
③条例案づくりのポイント 
④事例演習 

 
政策立案
のための
マーケテ
ィング入
門講座 

 
一般職 
（採用後
４年目～
の職員） 

 
 住民本位の政策立案に向け
て、マーケティングの基本的
な考え方を理解するとともに、
ビッグデータの取り扱い方や
住民ニーズの調査・分析に関
する具体的な手法を学ぶ。 

 
１回 

 
２日 

 
39人 

 
〈講義と演習〉 
①マーケティングの基礎知識 
②公共事業とマーケティング 
③ビッグデータとマーケティング 
④住民ニーズの調査・分析 
⑤住民ニーズに基づく政策立案に 
 向けて 

 
〈政策形成能力開発コース〉 小計 

 

 
３講座  ３回  １２３人 

 

    



 

ウ 協働・対人能力開発コース（３講座） 

地域の様々な主体（住民、企業及びＮＰＯ等）と協働で事業を展開することのできる 

能力の向上をねらいとし、住民の視点で思考することのできる能力や組織内外とのコミュ

ニケーション能力、プレゼンテーション能力等の習得を目的として実施した。 
 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 

 

 
日数 

 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
クレーム
対応講座 

 
一般職 
（採用後
２年目～
の職員） 

 
 住民サービスの視点からク
レームを正しく理解するとと
もに、クレーム対応の基本的
な考え方や具体的なスキルを
学ぶ。 

 
１回 

 
１日 

 
105
人 

 
〈講義と演習〉 
①住民サービスの視点からクレー

ムを理解する 
②クレームを未然に防ぐ 
③クレームに対する基本姿勢 
④クレーム対応におけるコミュニ

ケーションスキル 
⑤組織としてのクレーム対応 
 

 
相互満足
に向けた
交渉力ア
ップ講座 

 
一般職 
（採用後
４年目～
の職員） 

 
 交渉における相互満足を高
めるために、必要とされるコ
ミュニケーションの考え方や
具体的な交渉のスキルを学ぶ。 

 
１回 

 
２日 

 
49人 

 
〈講義と演習〉 
①相互理解の必要性 
②相互満足に向けた目標の設定  

～交渉の事前準備～ 
③交渉とコミュニケーション 
④交渉の具体的なスキル 

 
職場の人
材育成に
活かすコ
ーチング
講座 

 
採用後 
12年目～
の職員 

 
 職場における効果的な人材
育成や、コミュニケーション
の活性化に向けて、コーチン
グの基本的な考え方や具体的
なスキルを学ぶ。 

 
１回 

 
２日 

 
42人 

 
〈講義と演習〉 
①コーチングとは 
②コーチングとティーチング 
③具体的なコーチングスキル 
④コーチングの実践に向けて 

 
〈協働・対人能力開発コース〉 小計 

 

 
３講座  ３回  １９６人 

 

 

 

 エ マネジメント能力開発コース（５講座） 

組織運営や住民の視点に立った行政経営ができる能力の向上をねらいとし、管理・監督

者に必要な組織マネジメント能力の習得を目的として実施した。 
 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 

 

 
日数 

 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
ＯＪＴ推
進講座 

 
管理者・
監督者 

 
 ＯＪＴ（職場研修）を計画
的かつ効果的に実施するため
に、職場における人材育成の
基本的な考え方や、人材育成
計画の企画・立案などを学ぶ。 

 
１回 

 
１日 

 
35人 

 
〈講義と演習〉 
①職場における人材育成とは 
②ＯＪＴの意義 
③ＯＪＴにおける管理者・監督者の

役割 
④人材育成計画 
⑤指導・助言のスキル 



 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 

 

 
日数 

 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
有事の危
機管理講
座 

 
管理者・
監督者 

 
 管理者・監督者等が有事の
際に求められる判断力・対応
力の向上を図るとともに、組
織マネジメントのあり方を学
ぶ。 

 
１回 

 
２日 

 
28人 

 
〈講義と演習〉 
①危機管理とリスクマネジメント  
②有事における危機管理 
③有事に備える平時の対応 
④有事におけるマネジメントとリ
ーダーシップ 
 

 
メディア
トレーニ
ング講座 

 
管理者・
監督者 

 
 マスメディアに対する広報
の重要性や緊急時のメディア
対応方法について学ぶ。 

 
１回 

 
２日 

 
11人 

 
〈講義と演習〉 
①自治体における説明責任 
②自治体における広報 
③ニュースリリースのポイント 
④自治体における危機管理 
⑤緊急時におけるマスメディア対

応のポイント 
⑥マスメディアとの協力関係の構

築 
 

 
人事評価
講座 

 
管理者・
監督者 
（初めて
評価者と
なった職
員等） 

 
 人事評価の意義と重要性を
理解し、評価者としての考え
方や手法を習得する。 

 
２回 

 
１日 

 
111 
人 

 
〈講義と演習〉 
①評価の意義と重要性 
②業績評価のポイント 
③能力評価のポイント 
④評価面談のポイント 
 

 
管理・監
督者講演
会 

 
管理者・
監督者 

 
 有識者の講演を通して、自
治体等における組織運営や人
材育成の手法などを学ぶ。 

 
１回 

 
１日 

 
87人 

 
〈講演〉 
「ＡＩで変わる自治体業務 

～残る仕事、求められる人材～」 
 早稲田大学政治経済学術院 
 教授  稲継 裕昭 
 

 
〈マネジメント能力開発コース〉 小計 

 

 
５講座  ６回   ２７２人 

 

 
 

 
選択研修 合計 

 

 
１７講座  １８回  ９９８人 

 

 
 



 

( 3)  指導者養成研修（３講座） 
 

自治体独自の研修や職場研修（ＯＪＴ）が効果的かつ円滑に実施されるよう、指導者の

養成を支援することを目的として実施した。 
 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

修了 
人数 

 
主な研修内容 

 

 
接遇研修
指導者養
成講座 

 
各自治体
等が推薦
する職員 

 
 職場における接遇研修の指
導者（講師）を養成する。 

 
１回 

 
３日 

 
12人 

 
〈講義と演習〉 
①公務における接遇 
②マナーとコミュニケーション 
③面接、電話応対 
④クレーム対応 
⑤よりよい接遇をめざして 

 
公務員倫
理指導者
養成講座 

 
各自治体
等が推薦
する職員 

 
 職場における公務員倫理研
修の指導者（講師）を養成す
る。 

 
１回 

 
３日 

 
10人 

 
〈講義と演習〉 
①倫理とは 
②公務員に求められる倫理 
③公務員に求められる規律 
④実際の場面で 
⑤望ましい職場風土の形成 

 
研修講師
養成講座 

 
各自治体
等が推薦
する職員 

 
 職場研修等における講師の
役割や心構えを理解するとと
もに、インストラクション技
術に関する具体的なスキルを
学ぶ。 

 
１回 

 
２日 

 
8人 

 

 
〈講義と演習〉 
①研修講師の役割とあり方 
②インストラクションの基本 
③研修プランの企画・立案 
④効果的な資料の作り方 
⑤インストラクション実習 

 
指導者養成研修 合計 

 

 
３講座  ３回  ３０人 

 

 
 

 
       

 
═  

 
 



 

 ( 4)  令和２年度研修の企画及び実施のための事業 

令和２年度研修事業の企画及び実施に向けて、次の事業を行った。 
 
   ア 研修ニーズの調査・把握の実施 

        各自治体等からの要望に応えた研修内容とするため、各課程や講座に係る研修派遣者
数予定及び実施要望に関する調査を実施したほか、研修担当課長会議を開催し、各団体
等の研修ニーズの調査・把握に努めた。  

 
   イ 研修効果の測定・評価の実施 

        効果的な研修事業とするため、研修生及び担当講師を対象としたアンケート調査を実
施した。また、研修評価会議（中間及び最終評価）等の実施により、研修内容を総合的
に評価し、当年度の実施及び次年度の研修内容の改善・充実を図った。 

 
    ウ 自治体講師との科目検討会の開催 

     センターにおいて研修講師を担当した自治体職員とともに、科目の内容や次年度の研
修のあり方等を検討し、研修内容の充実・改善を図った。 

     ・[ 文書事務・法令事務の基礎]     ７団体 ７名（8 月 7 日） 
     ・[ 地方税財政制度・財務会計制度]  ６団体 ７名（1 月 15日） 
 

 ( 5)  研修講師の養成 

センター職員の資質向上を図るため、各種研修機関が実施する研修等に職員を派遣し

た。また、研修講師の安定確保と資質向上を図るため、県内自治体職員を対象とした講

師養成研修会を実施した。 
 
   ア センター職員の研修等への派遣 

       センター職員を各種研修機関の研修等に派遣し、資質の向上を図った。 
 
   イ  県内自治体職員講師の養成 

     センターから研修講師を委嘱する各自治体の職員を対象とした講師養成研修会を実施
した。 

     ・[ 地方税財政制度・財務会計制度]  １３団体１９名（8 月 28日、9 月 13日） 
     ・[ 文書事務・法令事務の基礎]    １４団体１４名（2 月 20日） 
 

２ 研修支援事業 
 
   ( 1)  各自治体独自研修に対する支援 

      各自治体が行う独自の人材育成の取組みや職場研修（ＯＪＴ）が円滑かつ効果的に展
開されるよう、次の支援事業を実施した。 

 
    ア 研修講師の派遣 

        各自治体等からの依頼に応じて、センター職員を研修講師として派遣した。 
     ・派遣回数：４１回 受講者数：延１，２５０人 
 
    イ 研修教材の貸出し・提供 

      各自治体等からの依頼に応じて、センターが保有する研修テキスト・演習教材や視聴
覚教材の貸出し・提供を行った。 

・研修教材の提供等：９件 
 
    ウ その他の支援 

      職員研修に関する各種情報の提供に努め、各自治体等が実施する研修等の取組を支援
した。 

 

 ( 2)  自己啓発・自主研修に対する支援 

        講義や講演の聴講を受け入れるなど、各自治体等の職員の自己啓発の取組等を支援し
た。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

и  

     県内自治体等が実施する調査研究及び政策形成が円滑かつ効果的に行われるよう、

次の支援事業を実施した。 

  

   県内自治体等が直面する地域政策の課題をテーマに県内の自治体職員等が政策を研究

・提案する研究会を実施した。研究会では、テーマに関連する分野で活躍している有識者

等を招いての勉強会や講師との意見交換、グループ内での議論を通じて政策を提言した。 

   令和元年度は、新たな試みとして方部出張型を設定。センターから遠い地域での出張開

催とし、政策形成のプロセスや手法の習得を図り、職員の資質向上にも資する政策研究を

行った。 

 

ⱨ▫כꜟ♪  

①  

研究自治体：桑折町 

テーマ：「町のイメージアップと交流人口の創出・拡大」及び「行政情報の時期を的確に 

捉えた情報発信と広報機会の充実」の二つのテーマを「シティプロモーション」 

          の視点から研究活動を実施 

参加者：１１名（県５名、田村市１名、伊達市２名、桑折町３名） 

②  

 

実施回 実施日等 実施内容 

1  5 23  

ⱪכ

הꜟ ☻♃☺○ 

♀כ◖▬₈ ₉ 

◐♇◒○ⱨ  

 

講話講師： 桑折町 髙 橋  宣 博  町長 

演  題： 「桑折町の現状と課題」 

基調講演： 東海大学教授 河井孝仁氏 

演  題： 「共創参画プロモーション 

～シティプロモーションを超えて～」 

2  6 4  

ⱪכ

הꜟ ☻♃☺○ 

♀כ◖▬₈ ₉ 

    

 

 

「何をプロモーションするのか？」の構想形成に向けたイ

メージの共有を図るため、桑折町内の主な文化・歴史、自

然、産業、施設、産品等を現場にて調査した。 

 その後、「イコーゼ！」にて意見交換を実施し、桑折町の 

魅力等の共有を図った。 

 

視察先：旧伊達郡役所、諏訪神社、追分、半田山自然公園、 

 うぶかの郷、桃畑、レガーレこおり、横山かざりや、 

大野屋等 

 ( 産品の確認：ご当地バーガー、桃ふく、桃ソルベ、桃グミ)  

3  6 25  

ⱪכ

הꜟ ☻♃☺○ 

♀כ◖▬₈ ₉ 

 

─≥fi♁כⱤכ◐  

桑折町の魅力を高めてこられた方々との意見交換を 

パネルディスカッション方式にて行った。 

《桑折町の可能性( 魅力) を率直に伺う。併せて、桑折町に

対する思い、町との関わり活動などについて伺う。》 

※ 商工関係 桑折町商工会青年部前部長 鈴木 堅之 氏 



 

※ 農業関係 はねだ農園    代表 羽根田 幸将 氏 

※ 地域づくり団体 うぶかの郷支配人＆ 

        居酒屋「蛍」のオーナー 石幡 政子 氏 

4  7 25  

☿fi♃כ 

 

「どうプロモーションするのか」について、河井教授の講

義と演習を通じて学んだ。 

 演習においては、「メディア活用戦略ワーク」を行い、 

メディアの活用の仕方を机上ワークにて体感した。 

5  8  

29 30  

☿fi♃כ( )  

◒כⱪ꞉כꜟ◓  

日目：午前「ブランドメッセージの完成を目指してグル

ープワークを実施した。」 

    午後「メディア活用戦略モデルを活用し、提言の 

       方向性をまとめるワークを実施した。」 

２日目：午前「１日目に続き、提言の方向性をグループ 

ワークにて議論した。」 

    午後：講 義：「生駒市のシティプロモーション」 

       講 師：奈良県生駒市いこまの魅力創造課 

           課長補佐 大垣 弥生 氏 

6  9 13  

☿fi♃כ 

 ◒כⱪ꞉כꜟ◓

提言まとめに向けてグループ討論 

7  10 4  

ⱪכ

הꜟ ☻♃☺○ 

♀כ◖▬₈ ₉ 

 ◒כⱪ꞉כꜟ◓

提言まとめに向けてグループ討論 

8  10 11  

☿fi♃כ 

 ◒כⱪ꞉כꜟ◓

提言まとめに向けてグループ討論 

(

)  

10 12  

1 13

 

─  

台風１９号及び大雨災害に伴い活動を中断した。 

 被災自治体職員、被災自治体支援職員としての活動優先 

9  1 14  ◒כⱪ꞉כꜟ◓ 

提言まとめに向けてグループ討論 

┼

─  

 

2 3  

ⱪכ

הꜟ ☻♃☺○ 

♀כ◖▬₈ ₉ 

  

    桑折町への報告( 桑折町長に対して成果を報告し、 

            提案書を手交)  

ה    

桑折町の今後の取組みについて河井孝仁教授をコ

ーディネーターとし、研究員等と意見交換した。 

 

 

 

 

 

令和元年度政策研究会における政策提案及び活動内容を 

報告書としてとりまとめ、公表 

 

 

   

 

 

①  



 

調査研究地域：県南方部 

テーマ：「人口減少・少子高齢化が進み、自治体職員も減少する中にあっても、地域に必

要とされる行政サービスを提供し、行政経営が可能となる自治体の在り方を考える」 

参加者：９名（県３名、市町村６名） 

②  

実施回 実施日等 実施内容 

1  6 13  

 

◐♇◒○ⱨ  

講演、体験ワークショップ 

 

基調講演：東京都市大学 教授 古川 柳蔵氏 

演題：「バックキャスト思考で政策を提案するには」 

2  7 16  

 

⁸ⱥ▪ꜞfi◓ ₈90 ⱥ▪ꜞfi◓₉  

古川教授からヒアリング方法について講義を受けた後、県

南地域に暮らす 90歳前後の高齢者の方々からのヒアリング

を行った。 

 

講師：東京都市大学 教授 古川 柳蔵氏 

ヒアリング相手方：岡崎 りい子氏、菅森 勝男氏 

 

3  8 20  

 

 

政策体系図（フィッシュボーン分析図）の作成 

 

4  9 20  

 

⁸  

心豊かな将来像（ライフスタイル）の検討、「システム図」

の作成 

 

講師：東京都市大学 教授 古川 柳蔵氏 

 

5  11 19  

 

 ◒כⱪ꞉כꜟ◓

新しい価値観、県南地域らしさを持った将来像（コンセプ

ト）を実現するための社会システムの検討 

6  12 10 ⁸

11  

ⱪꜝ◙⁸ 

 

⌐≥↔ⱪכꜟ◓  

提言まとめに向けてグループ討論 

7  2 1 9  

 

⌐≥↔ⱪכꜟ◓  

提言まとめに向けてグループ討論 

 2 2 7  

 

 

研究員による成果発表 

 

東京都市大学教授古川柳蔵氏をはじめ、出席首長、幹部職

員による「県南らしい地域づくりの在り方を考える」をテ

ーマとしたディスカッション 

 

 

2 3   

令和元年度政策研究会における政策提案及び活動内容を報 

告書としてとりまとめ、公表 



 

 

 ▪♪Ᵽ▬◙כ  

▪♪Ᵽ▬◙כ⌐╟╢  

     自治体等が実施する調査研究及び政策形成に対し、総括支援アドバイザーによる助言

・指 

導等を実施した。 

 

 自治体名 行政課題・テーマ 内  容 

① 伊達市 
令和元年度施策提案プロジェク

トチーム研修 

・政策能力向上研修における講師 

・意見交換会における講師 

・最終プレゼンテーションリハーサルに

おける講師 

② 伊達市 伊達市健幸なまちづくり協議会 
・伊達市健幸なまちづくり協議会委員(委

員長)として参加し、助言 

③ 
県 

危機管理課 

福島県安全で安心な県づくり推

進会議 

・福島県安全で安心な県づくり推進会議

委員（委員長）として参加し、助言 

④ 白河市 
白河市未来につなぐデザイン研

究会 
・ワークショップ進行、助言、指導 

⑤ 棚倉町 
棚倉町地域公共交通活性化協議

会 

・棚倉町地域公共交通活性化協議会委員

（副会長）として参加し、助言 

⑥ 只見町 
観光振興ビジョン策定に向けた

検討会 
・観光振興ビジョン検討会での助言 

⑦ 桑折町 桑折町政策推進有識者会議 
・桑折町政策推進有識者会議委員（委員

長）として参加し、助言 

⑧ 田村市 職員の自主的な研修の促進 
・新採用職員の自主的な調査研究への助

言、指導 

⑨ 塙町 
塙町都市計画マスタープラン策

定委員会 

・塙町都市計画マスタープラン策定委員

会委員として参加、助言 

 



 

 ☿Ⱶ♫כ 

    自治体等にとってタイムリーな行政課題や関心の高いテーマについて、専門家を招いた

少人数での勉強会等を開催するとともに、テーマに関する県内の状況や全国の事例をとり

まとめ、情報提供を行った。 

 

テーマ 内    容 

з  

「相双地方の復興・地方創

生に係る課題は何だろ

う？どうしたら解決で

きるだろうか？」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

и ☿Ⱶ♫כ 

  ─  

１ 地域の魅力発信の 

ためのデザイン力強 

化 

２ 地域ブランディン

グ化のノウハウ吸収 

Ⅰ 相双地方にゆかりのある“自称若手”県職員が６名集まり、

左記テーマにて自主勉強会を開催した。 

 ○ その結果、相双地方の課題は「被災地の自立」！ 

   自立を困難にしている原因は「観光は相馬野馬追頼み、

旅行の目的地になっていない等々にある」との話となっ

た。 

 ○ これを受け、方向性として 

   『ビジネスを通じた被災地の“経済的な自立”が必要』 

  との提言がまとまった。  

 ○ 次に、具体的な事業を考えて行く上で、自分たちは何が 

  できるのか議論した結果、不足する知識やノウハウをまず 

  は勉強したいとのこととなり、以下の二つについて専門家 

  

  を招いた勉強会をしたいとのことで一致した。 

  ① ６人の勉強会メンバーが所属するＳＮＳ「相双アンソ 

ロジー」の発信力強化のため、記事のデザイン力を高め

る   

   ための知識やノウハウを学ぶ 

  ② 相双地方の観光の着地点整備のための仕組みを学ぶ 

 

Ⅱ 政策課題セミナーの開催 

１ 日 時 令和２年２月１９日( 水)  9: 30～17:00 

２ 第１部: 「テーマ１」について＜9: 30～12: 00＞ 

講演者 星 賢孝＜只見線を撮る郷土写真家＞  

演 題 「只見線を活用した地域創生」 

      その他 会場周辺でのカメラワークの指導 

   第２部: 「テーマ２」について＜13: 30～15:50＞ 

      講演者 鈴木 聡＜南陽市ラーメン課 課長＞ 

      演 題 「南陽市役所ラーメン課Ｒ＆Ｒ 

             プロジェクトの取組みについて」 

      その他 鈴木氏と勉強会メンバーとの意見交換 

   第３部:  専門家の話を聞いて、メンバーだけの討議 

＜16: 00～17:00＞ 

Ⅲ まとめの集まりを３月に実施 



 

３ 政策課題セミナー 

    自治体等にとってタイムリーな行政課題や関心の高いテーマについて、専門家を招いた少人数で

の勉強会等を開催するとともに、テーマに関する県内の状況や全国の事例をとりまとめ、情

報提供を行った。 

 

テーマ 内    容 

Ⅰ 勉強会 

「相双地方の復興・地方創

生に係る課題は何

だろう？どうした

ら解決できるだろ

うか？」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 政策課題セミナー 

  の開催 

１ 地域の魅力発信の 

ためのデザイン力強 

化 

２ 地域ブランディング

化のノウハウ吸収 

Ⅰ 相双地方にゆかりのある“自称若手”県職員が６名集まり、

左記テーマにて自主勉強会を開催した。 

 ○ その結果、相双地方の課題は「被災地の自立」！ 

   自立を困難にしている原因は「観光は相馬野馬追頼み、旅

行の目的地になっていない等々にある」との話となった。 

 ○ これを受け、方向性として 

   『ビジネスを通じた被災地の“経済的な自立”が必要』 

  との提言がまとまった。  

 ○ 次に、具体的な事業を考えて行く上で、自分たちは何が 

  できるのか議論した結果、不足する知識やノウハウをまず 

  は勉強したいとのこととなり、以下の二つについて専門家 

  

  を招いた勉強会をしたいとのことで一致した。 

  ① ６人の勉強会メンバーが所属するＳＮＳ「相双アンソ 

ロジー」の発信力強化のため、記事のデザイン力を高める   

   ための知識やノウハウを学ぶ 

  ② 相双地方の観光の着地点整備のための仕組みを学ぶ 

 

Ⅱ 政策課題セミナーの開催 

１ 日 時 令和２年２月１９日( 水)  9: 30～17:00 

２ 第１部: 「テーマ１」について＜9: 30～12: 00＞ 

講演者 星 賢孝＜只見線を撮る郷土写真家＞  

演 題 「只見線を活用した地域創生」 

      その他 会場周辺でのカメラワークの指導 

   第２部: 「テーマ２」について＜13: 30～15:50＞ 

      講演者 鈴木 聡＜南陽市ラーメン課 課長＞ 

      演 題 「南陽市役所ラーメン課Ｒ＆Ｒ 

             プロジェクトの取組みについて」 

      その他 鈴木氏と勉強会メンバーとの意見交換 

   第３部:  専門家の話を聞いて、メンバーだけの討議 

＜16: 00～17:00＞ 

Ⅲ まとめの集まりを３月に実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

й ┤ↄ⇔╕ ☿fi♃כ─  

 福島県より「ふくしま自治研修センター」の施設管理業務を受託し、当該施設・設備等の

管理運営を実施した。 

  

① 土地 福島市荒井字地蔵原乙１５番の１ ほか５３，４８６．12㎡ 

② 建物 ふくしま自治研修センター 延べ１０，８７８．98㎡ 

③ その他附属物及び備品一式 
 

  

① 建物等の保安、警備、清掃、保守及び保全等維持管理に関すること。 

② 電気、電話及び機械等の諸設備の管理運営に関すること。 

③ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律及び消防法の規定による建物の管理等に

関すること。 

④ 建物等の鍵の保管及び管理に関すること。 

⑤ 光熱水費の支払いに関すること。 

⑥ 宿泊室寝具の貸出及び維持管理に関すること。 
 

к ∕─  

 ≤⇔≡─ ─  

① 法人の適正運営を図るため、次のとおり理事会等を開催した。 

    ア) 理事会 

 

 

 

 

イ) 評議員会 

 

 

 

ウ) 監事監査 

第１回：平成３１年４月２２日（月） ※ 書面による決議 

第２回：令和 元年５月２１日（火）  

第３回：令和 元年６月１０日（月） ※ 書面による決議 

第４回：令和 元年８月３０日（火） ※ 書面による決議 

第５回：令和 ２年３月２７日（金）  

第１回：令和 元年５月 ７日（月） ※ 書面による決議 

第２回：令和 元年６月１２日（水） ※ 書面による決議 

第３回：令和 元年６月１７日（月）  

第４回：令和 元年９月１３日（金） ※ 書面による決議 

令和 元年５月１０日（金）  

② 事業目的を適正かつ円滑に実施するため、職員の体制を確保するとともに資質の向上に努

めた。 

③ 各種契約業務の見直しや事務処理の省力化・合理化を図るとともに、コスト削減に努めた。 

④ 自治体研修の実施機関としての使命と役割を的確に遂行するため、関係機関との連携強化

に努めた。 
 

  

    研修生への食事等の提供業務を委託し、「食」の面から研修生活をサポートすることによ

り、研修生の健康管理と研修効果の向上に努めた。 

 


